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［レポート発行予定日ならびにＴＲＩ政経塾のご案内］  

今後の発行予定日は１２月２５日、１月１５日、１月２９日、２月１３日、

２月２６日、３月１１日、３月２５日、４月１５日、４月３０日、５月１３日、

５月２７日、６月１７日、７月１日、７月１６日、７月２９日になります。  

発行予定日はレポート到着最速日の目安で、運送会社の状況等により配送が

１～６日程度遅れる場合がありますのであらかじめご了承ください。ヤマト  

ＤＭ便利用のため、やむなく遅配が生じることがありますことをご了承下さい。 

２０２３度ＴＲＩ政経塾各回の在宅ＺＯＯＭ受講コースならびに在宅受講

コース受講者を募集いたします。受講費は「在宅ＺＯＯＭ受講コース」が２万

５０００円、「在宅受講コース」が１万５０００円になります（消費税込み）。 

「在宅ＺＯＯＭ受講コース」は、ＺＯＯＭで政経塾にご参加いただいた上、

音声データ・資料を送付するもの。「在宅受講コース」は、音声データ・資料  

送付による在宅受講になります。資料・音声ＣＤ、消費税込みの価格です。  

開講日程は、１２月２６日（火）、３月２６日（火）の午後６時～午後９時。

会場は東京・神保町駅徒歩１分の「出版クラブホール」になります。  
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在宅受講コース受講ご希望の方はメール： info@uekusa-tri.co.jp または  

ＦＡＸ：０５０－３４５７－９７６５  にてお申し込み下さい。各回別お申し

込みになります。受講ご希望回を指定の上、お申し込み下さい。  

 

［ご購読代金のご入金をお願い申し上げます］  

本レポートご購読代金のご入金をお願い申し上げます。レポート送付封筒に、

ご購読開始年月および、ご購読料ご入金済年度数を記載しております。ご入金

がお済みでない年度分のご購読料ご入金をお願いいたします。本記載を請求書

に代えさせていただいておりますことをご理解お願い申し上げます。  

封筒記載の例として、例えば、封筒印字記載「 2019/10 3」はご購読開始が

2019 年 10 月、ご購読料入金済年度が 3 年度分という意味です。この場合には､

2022 年 10 月～ 2023 年 9 月年度、2023 年 10 月～ 2024 年 9 月年度の２年度分の

ご購読料をご入金ください。各会員様に送付する封筒記載の表記をご確認の上、

ご購読料のご入金を賜りますようお願いいたします。なお、封筒右側に離れて

印字されている「 1」の記載に意味はありません。  

ご購読者様ごとの新規年度に移行した時点での新規年度分ご入金をお願い

します。年度終了時でなく、新規年度移行時のご入金をお願いいたします  

ご入金口座は、三菱ＵＦＪ銀行  新丸の内支店  普通口座  ４３５６２５４  

スリーネーションズリサーチ株式会社。振込手数料につきましては、ご負担を

お願いしております。ご購読料は毎回１部コース消費税込みで３万１５００円

になります。なお、原則として、銀行振り込み明細書をもって領収書の発行に

代えさせていただいております。  

ご入金に際しましては、ご入金者様を判別できないケースがありますので、

必ず「レポートご購読者様氏名」をご入力下さいますようお願い申し上げます。 

また、当初のご案内ならびにレポート末尾に明記しておりますように、本誌

のご購読は年間単位での自動継続とさせていただいております。ご講読中止の

節には、会員各位様の新規年度に入ります前にＦＡＸまたはメールにてご連絡

下さいますようお願い申し上げます。未済のご購読料があります場合はご購読

終了時に一括精算を請求申し上げますのであらかじめご了承ください。  

なお、弊社の適格請求書発行事業者登録番号は  

Ｔ４０２０００１０８１２４９  になりますのでよろしくご活用ください。  
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［おしらせ］  

『資本主義の断末魔－悪政を打ち破る

最強投資戦略』（ビジネス社）を１２月

１５日アマゾン先行販売いたします。  

「本書のテーマは以下の三つにまたが

っている。激動する現代経済金融動向の

解析、世界経済の正体と行く末の展望  

ならびに政治哲学の考察、そして、悪政

を打ち破る最強投資戦略の提示だ。  

三つのカテゴリーにまたがって記述

した。全体を通読していただいても、  

関心のある領域のみをご高読賜っても

ありがたく思う。現世を見つめるとため

息出ることばかりだが、その気持ちで  

貴重な人生をすごしていては浮かばれ  

ない。理想を追求しつつ、知恵と技術と

洞察で乱世を楽しく乗り越えていただきたく思う。」（まえがきより抜粋）  

【注目すべき株式銘柄２１大公開！】遂に日経平均株価史上最高値更新へ  

第１章  ２０２３年千載一遇の総括   第２章  米国一極支配の終焉  

第３章  けもの道に迷い込む日銀   第４章  衰退日本と混迷世界  

第５章  生き残るための金融投資戦略   

「単なる経済問題ではない。政治、経済、金融、社会、地政学、そして世界を

誘導する少数支配勢力の動向。これらすべての事象を欠落なく考察しなければ、

正確な近未来予測は不能である。まずは足下の現実を洞察しなければならない。 

他方で、人類はギリシャの古代から政治のあり方についての考察を続けてきた。

政治哲学の領域では、いまなおソクラテスもアリストテレスも光を放っている。

現実にいかなる悪政がはびころうとも、それとは一線を画して、理想を求める

考察を継続することが重要である。人間にとって望ましい社会のあり方、政治

のあり方、政府のあり方を考えなければならない。  

同時に現代社会の深層に潜む世界支配の運動にも目を配る必要がある。多く

の人は認識しないが、現代社会はごく限られた少数によって支配され、運営さ
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れている側面を有している。陰謀と一笑に付すことは自由だが、一笑に付す者

が真実を極めているわけではない。世界の成り立ちについての深い考察なくし

て現世を理解することはできない。」（まえがきより抜粋）  

本レポートの副読本として、ぜひご高覧賜りますようご案内申し上げます。 

 

１．【概観】漸進的日銀政策修正 

前号に１１月米国雇用統計発表日を１２月１日と記述したが１２月８日の

誤り。お詫びして訂正させていただく。本稿執筆時点で、雇用統計は未発表。

１０月統計がインフレ鎮静化を示唆するものだったため、反動が表示される点

には警戒が必要。こればかりは統計数値を確認するまで分からない。  

日経平均株価変動レンジを３１０００円から３４０００円と想定してきた。

１１月２０日に３３８５３円の高値をつけて、６月１９日高値を更新したが、

１２月７日の植田日銀総裁による金融政策修正示唆発言により、１２月８日の

前場で３２２８７円の安値を記録した。２４頁掲載の日経平均先物チャートの

ＲＳＩ指標が売買タイミング判定に効力を発揮する場面。  

日銀の政策修正が残されたハードルである。日銀は短期金利修正に着手する

ことになると考えられる。この政策修正が極めて大きな効果を発揮することに

なると想定される。本年６月以来の「踊り場相場」が長期化したが、いよいよ

「踊り場」を通過することになると考えられる。  

日経平均株価（直近１年）  
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ＮＹダウの推移（直近１５ヵ月）  

 

日経平均株価（直近５年）  

 

ＮＹダウの中短期波動を上段チャートによって確認しておきたい。最重要の

転換点は２０２２年１０月に形成された。中期波動の転換点である。米国での

インフレ心理がピークを形成した局面。ＦＲＢの鮮明なインフレ対抗姿勢で、

金融市場のインフレ心理悪化に歯止めがかかった。最重要転換点が形成された。 

その後、年末までインフレ沈静楽観論が広がったが本年初から３月にかけて

米国金融システム不安が広がり株価が反落。ＦＲＢパウエル議長が、あらゆる

政策手段を動員することを宣言して不安心理が鎮静化した。８月までインフレ  
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日経平均株価（直近１０年）  

 

 

楽観論が広がったが、８月から１０月末までインフレの根強さとＦＲＢの追加

利上げ観測が台頭して米国長期金利が再高騰し、ＮＹダウも反落した。  

しかし、１０月末以降、これまでの金融引締め政策によりインフレがピーク

アウトしつつあるとの観測が強まって米長期金利が再反落して株価が反発に

転じた。ＮＹダウは節目の３５０００ドルを完全に抜けて、史上最高値更新を

視界に入れ始めている。金融引締め末期の胸突き八丁局面を通過した状況だ。 
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日経平均の直近１０年チャートを確認いただきたい。日経平均は２０２１－

２２年膠着相場を抜けて株価上昇「第四の矢」を示現。過去３回株価急騰局面

と同様に急騰の半ばに「踊り場」を形成してきた。この「踊り場」を通過後に

「第四の矢」後半の株価上昇が生じると予測してきた。最後の関門が日銀政策

修正。日銀は長期金利上昇を容認したが短期金利修正が残されている。  

１２月７日の国会での植田日銀総裁発言は１２月、１月の日銀政策決定会合

で短期金利修正が決定されることを示唆するものであると受け止められる。  

日本の株価指標は日本株価の割安さを示している。今期予想利益基準の株式

益利回りは６．８％。長期金利を１％としても圧倒的に株式利回りが高い。  

世界金利がピークアウト感を強めれば日本の長期金利急騰の可能性は低下

する。この前提で考えると日本株価の割安感が鮮明に意識され日本株価が上昇

圧力を受けることになる可能性が高い。また、為替市場における円高方向への

相場反転は外国投資家による日本株式投資を誘発することになる。「踊り場」

通過後に「雲外蒼天相場」が示現する可能性は依然として高いと判断する。  

 

２．【金融政策】政策変更のシグナル効果 

１２月１２－１３日にＦＯＭＣ、１８－１９日に日銀政策決定会合が開催さ

れる。ＦＲＢは７月ＦＯＭＣで、ＦＦレートを５．２５～５．５％水準にまで

引き上げた。ＦＲＢ見通しでは年末までに０．２５％利上げを実施することと  

ＦＦレート（直近１０年）  
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されているが、追加利上げが実施されるとの見方はほぼ消滅している。  

金融市場観測では来年３月ＦＯＭＣで利下げが実施されるとの予測が５割

を超えた（下段数表を参照）。ＦＲＢのパウエル義長は１２月１日の講演で、

利上げが行き過ぎ必要以上に景気を減速させるリスクと、インフレ抑制のため

に十分な利上げを実施しないリスクは「より均衡している」と述べた。  

利上げがすでに十分実行されたとＦＲＢが判断していることが示唆された。

この発言を受けて米国金融引締め完了観測が一段と強まり、米長期金利が反落

した。１１月に５％を突破した米国１０年国債利回りが４．１％水準まで反落

した。米国金利ピークアウト感が強まっている。  

 

市場のＦＦレート見通し（２０２３年１２月７日時点）  

 

2023年10月雇用統計の概要（11月3日発表）

非農業部門雇用者数（季節調整済み）は前月比15万人増

　　エコノミスト予想の中央値は18万人増

　　前月は29万7000人増（速報値33万6000人増）に下方修正

平均時給は前月比0.2％増（市場予想0.3％増）

　　前年同月比では＋4.1％（市場予想+4.1％、9月実績は＋4.3％）
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米国インフレ指標は改善傾向（低下傾向）を示している。ただし、月次統計

での数値の振れはいつでも生じ得るから、今後の反動、揺り戻しには、警戒が

求められる。雇用統計での賃金、インフレ指標の前月比上昇率に注意が必要だ。 

欧米金融政策当局がインフレ抑止の政策運営を実行するなかで日銀だけが

インフレ推進の政策運営姿勢を示してきたことが金融市場の波乱要因だった。 

米国消費者物価上昇率推移（２０２０年１０月～２０２３年１０月）  

 

金融政策決定会合日程（２０２３年７月～２０２４年１２月）  
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しかし、植田日銀が漸進的に政策軌道修正を進展させている。植田総裁は物価

見通しの甘さを認める発言も示した。日銀がインフレ見通しを現実的に修正し、

これに連動してインフレ推進の政策路線を撤回する可能性が高まっている。  

日銀の本来責務は「物価安定」である。現実インフレ率が４％を超えている

ときにインフレ推進の政策運営を強行することに正当性はない。日銀は低位の

インフレ見通しを提示して､これを根拠にインフレ推進政策を正当化してきた

が、日銀のインフレ見通しが現実と完全に乖離していることが明らかになり、

現実離れした低いインフレ見通しに基くインフレ推進政策が正当性を失った。 

インフレ見通しを大幅に修正しつつある日銀は､連動して政策運営軌道修正

を実行し始めている。この政策変更によって金融市場が正常化することになる。 

日銀政策軌道修正のシグナル効果は大きく、これが為替市場に大きな変化を

もたらしている。  

 

３．【金利】胸突き八丁の最終局面か 

下記掲載数表の上段は２０２３年度インフレ率についての日銀見通し変遷  

 

 

（注）括弧内の数値は２０２３年７月時点での日銀見通し  
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を示している。右側の生鮮食品及びエネルギーを除く消費者物価指数上昇率の

見通しは、１月＝＋１．８％、７月＝＋３．２％、１０月＝３．８％と変遷。

１０月の実際の上昇率は＋４．０％。１月時点の日銀インフレ見通しの甘さが

鮮明である。甘いインフレ予測に基づいてインフレ推進政策が遂行されてきた

ことが分かる。このことを日銀の植田総裁が１１月８日の衆院財務金融委員会

答弁で認めた。日銀は１０月「展望レポート」で２０２４年度コア（生鮮食品

を除く）ＣＰＩ上昇率を＋２．８％に上方修正した（１０頁下段左側数値）。  

日本の消費者物価指数上昇率推移  

 

総　　合 生鮮食品 生鮮食品及び
を除く総合 エネルギー

を除く総合
2018年 1.0 0.9 0.4
2019年 0.5 0.6 0.6
2020年 0.0 -0.2 0.2
2021年 -0.2 -0.2 -0.5
2022年 2.5 2.3 1.1

2022年 １月 0.5 0.2 -1.1
２月 0.9 0.6 -1.0
３月 1.2 0.8 -0.7
４月 2.5 2.1 0.8
５月 2.5 2.1 0.8
６月 2.4 2.2 1.0
７月 2.6 2.4 1.2
８月 3.0 2.8 1.6
９月 3.0 3.0 1.8

１０月 3.7 3.6 2.5
１１月 3.8 3.7 2.8
１２月 4.0 4.0 3.0

2023年 １月 4.3 4.2 3.2
２月 3.3 3.1 3.5
３月 3.2 3.1 3.8
４月 3.5 3.4 4.1
５月 3.2 3.2 4.3
６月 3.3 3.3 4.2
７月 3.3 3.1 4.3
８月 3.2 3.1 4.3
９月 3.0 2.8 4.2

１０月 3.3 2.9 4.0

全　　　国
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日銀は２％インフレ率を目指すとしてきたが、現状は、この目標をはるかに

上回っている。中央銀行が重視する食料品とエネルギーを除くインフレ率が、

足下で４％を超えている。日銀はインフレ推進ではなくインフレ抑止の方針を

明示するべき局面である。この軌道修正が漸進的に進められている。  

幸いなことに欧米金融引締め政策が最終局面を迎え、海外長期金利がピーク

アウトしつつある。このため、日本の金利が強い上昇圧力を受ける局面でない。 

米国長期金利（直近１０年）  

 

ドル表示金価格（直近１０年）  
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日本長期金利（直近１０年）  

 

東証ＲＥＩＴ指数（直近１０年）  

 

日銀は１０月政策決定会合で長期金利の１％超えを容認したが、その後に、

長期金利は反落した。海外金利低下の影響を受けている。問題は短期マイナス

金利であるが、インフレ情勢変化認識を受けてマイナス金利が解除されること

は確実な情勢である。日銀政策修正のシグナル効果は大きい。すでに為替市場

で重大な変化が観測され始めている。  

米１０年国債利回りは１０月末に５％を突破したが、これがピークになった

可能性が高い。胸突き八丁を越えると広い景観が広がる頂上に到達する。  
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日本銀行は短期金利修正に着手する。日銀がインフレ抑止のスタンスを明示

することは、実は長期金利上昇を抑制する要因になる。日本の長期金利が大幅

に上昇せずに済む可能性が浮上し始めている。  

米国長期金利反落を受けてドル表示金価格は上昇傾向を示す。日本ＲＥＩＴ

指数は日本長期金利上昇が停止すれば底値を確認することになるだろう。  

 

４．【株価】踊り場相場通過後の展望  

ＮＹダウ（直近５年）  

 

Ｓ＆Ｐ５００の推移（直近５年）  
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東証グロース２５０（直近５年）  

 

ＮＡＳＤＡＱ（直近５年）  

 

前頁チャートならびに本頁下段チャートは米国株価推移を示している。  

米国株価の中期波動は以下のものである。２０年２月のコロナパンデミック

によって暴落。２０年３月の米国財政金融政策対応を契機に急反騰に転じた。

株価反騰は２１年末まで継続したが、２２年はＦＲＢが本格金融引締め政策を

断行し、連動して株価は大幅下落した。転換点を形成したのが、２２年１０月

だった。本誌は２２年１２月に中期転換点形成の判断を示した。  

２２年１０月を転換点に、株価は中期上昇波動に転じた。その後の中短期の

波動については５頁に詳述した。紆余曲折はあったが中期上昇波動は維持され
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ている。本年８月から１０月反落は「引締め胸突き八丁」の波乱局面だった。 

これに対して日本株価は２０２３年前半に急騰し、後半は「踊り場相場」に

移行した。「踊り場相場」示現後に再度の上昇が想定される。  

他方、株価上昇から取り残されているのが旧マザーズ＝グロース市場である。

最大要因はＰＥＲの高さ。高い利益成長率が高ＰＥＲを正当化する要因になる

が、日本のグロース市場銘柄は思惑先行で高い中期利益成長率の実力を備えて

いない場合が多い。この点がＮＡＳＤＡＱとの相違である。  

ＤＡＸ３０（直近５年）  

 

香港ハンセン指数（直近５年）  
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外国投資家は低ＰＥＲで経営不安がなく、高技術を保持する日本企業に狙いを

定める。日経平均、プライム銘柄が投資対象でありグロース市場の大幅反騰は

期待しにくい状況にある。  

 ドイツＤＡＸ指数が史上最高値を更新したことが特筆される。ドイツ株価も

米国株価に連動している。ウクライナ戦乱はウクライナ敗北で終結する可能性  

実質賃金伸び率の推移（２０２１年１月～２０２３年９月）  

 

実質ＧＤＰ推移（２００９年ⅣＱ～２０２３年ⅢＱ）  
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が著しく高まっている。ウクライナ停戦の実現が視界に入り始めている。  

岸田内閣支持率は下落の一途をたどる。政権末期の様相を強めている。内閣

改造は失敗し、景気対策の評判が著しく悪い。統一協会の解散命令請求を発出

したが岸田首相自身の統一協会幹部との接触が明らかにされた。  

政治資金パーティーを利用した裏金作りが組織的、計画的に実行されていた

事実が明るみに出て、リクルート事件並みの事態に発展することが想定される。

岸田内閣が２４年前半に総辞職に追い込まれる可能性が５割を超えたと見る。 

１１月のＡＰＥＣ首脳会議に並行して実現した日中首脳会談で岸田内閣が

致命的失態を演じた可能性が高い。中国が習近平主席以下、党序列５位の蔡奇

氏、政治局員の王毅外相、財務相、商務相のオールスターキャストで望んだの

に対し、岸田内閣は岸田首相以外の閣僚が同席しなかった。西村経産相、上川

外相が出席可能だったのに出席しなかった。このことで中国対応が硬化した。

その代償は計り知れぬほど大きいものになっている。  

 

５．【中国】対中国経済戦争の継続 

中国株価が不安定な状況を抜け出せていない。上海総合指数が３０００ポイ

ントを割り込んでいる。２８５０ポイントが重要な岩盤水準である。この水準

を下回ると経済状況のフェーズが転換したことが示唆されることになる。  

上海総合指数（直近５年）  
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中国製造業ＰＭＩ（直近１０年）  

 

上海総合指数（直近１０年）  

 

習近平政権は中国経済が１９９０年代以降の日本経済の二の舞を演じない

ように、あらゆる研究を尽くしてきていると見られるが、不動産市況激烈悪化

の影響は深刻である。経済活動が停滞するとともに、不良債権の増加が経済の

活力を低下させている。  

中国にトップの座を奪われることを警戒する米国はトランプ政権の時代に

強硬な対中国貿易戦争を仕掛けた。この影響が、中国経済にボディーブローの

効果を与えている。さらに、米系格付機関が中国政府の格付を引き下げる動き

を示しており、中国経済と金融市場の動向に細心の注意が必要になっている。 
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中国政府は事態を打開するために問題企業整理を進行させるとともに、財政

金融政策発動を拡大させる方向性を示している。今後の大規模経済政策策定の

動きを注視する必要がある。  

 

６．【為替】ドル円・ダブルトップ 

 為替市場に重要変化が観測されている。二つの背景がある。第一は米国長期

金利の低下。ドル円は米国長期金利との連動性が強い。第二は日本金融政策の  

米国長期金利（直近３年）  

 

ドル円（直近３年）  
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ユーロ円（直近１０年）  

 

ユーロドル（直近１０年）  

 

日本円・実質実効レート推移（１９７０年～２０２３年、２０２０年＝１００）  
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銅先物（直近１０年）  

 

変更可能性浮上だ。１２月７日の参院財政金融委員会で、日銀の植田総裁が、

金融政策運営の修正を示唆した。植田総裁は質疑で「年末から来年かけ一段と

チャレンジングな状況になる」と発言した。この発言を受けて、為替市場では

大幅円高修正が生じた。大規模な円キャリートレードを巻き戻す動きが活発化

している。為替市場の基調が転換したと判断される。  

 外貨資産はいったん利食いの局面を迎えている。  

 

７．【ロシア・資源価格】ゼレンスキー失脚の危機 

ルーブル円（直近１０年）  

 



23 
 

ロシアＲＴＳ（直近１０年）  

 
ＷＴＩ原油先物価格の推移（直近１０年）  

 

ウクライナ戦争において正しい情報を当初から捕捉してきた者は少ない。  

米国メディアが情報空間を支配し､虚偽＝フェイクニュースを流布し続けて

きた。ウクライナ問題を理解するには２００４年、２０１４年の２度の政変を

正確に理解する必要がある。２０２２年の戦乱拡大は２０１４年の政権転覆後

に勃発したウクライナ内戦の延長線上の事態である。  

また、当初からウクライナ＝米国の利害に沿う報道しかなされず、事実関係

の正確な報道が皆無に近かった。ウクライナ反転攻勢が進展しているかの報道

が流布され続けたがこれも虚偽であった。  
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ロシアが余力を残す状況ではないが、ロシアはウクライナ戦乱に十分に持ち

こたえてきた。ロシア情勢を判断する重要な手がかりとして､本誌はルーブル

とロシア株価指数ＲＴＳの動向を注視してきたが、両指標は、ロシアが戦乱に

持ちこたえてきたことを示している。  

ウクライナでは汚職がはびこり、ゼレンスキー独裁政治よって国内の人権が

完全に剥奪されており、ウクライナ国内での反戦＝厭戦気運が高まりを示して

いる。米国バイデン政権がウクライナ戦争の長期化と拡大に総力を注いできた

が、その米国でもウクライナに対する法外な軍事支援に反対する声が拡大して

いる。  

イスラエルのパレスチナに対する非人道的行動は米国ダブルスタンダード

を鮮明に示す。このことがウクライナ戦争の背徳性を浮かび上がらせている面

も無視できない。ウクライナ敗北で戦乱が終結される可能性が高まっている。 

 

８．【投資手法】潮目の変化を「待つ」 

 ＲＳＩ指標の有用性が改めて認識される。ボックス相場では、ＲＳＩ指標を

活用した「逆張り投資」が有効。急いてはことをし損じる。指標を見て「待つ」

ことの重要性を改めて再確認しておきたい。  

ミニ日経平均先物価格の推移（２０２４年３月限月、日足、直近６ヵ月）  

 

 

９．【投資戦略】急いては事をし損じる 
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日経平均の波動を確認して「逆張り」での「押し目買い」を狙うのが優良だ。  

参考銘柄  投資判断は厳格な自己責任に基づかれますようお願いいたします。 

３１８２  オイシックス・ラ・大地        １２月７日  １，３９８円  

 

安全配慮の青果物軸にネット販売。大地を守る会、らでぃっしゅぼーやも。販

促での顧客解約多く会員数想定下回り株価大幅調整進行。Ｍ＆Ａ積極化で動意。 

４９２１  ファンケル            １２月７日  ２，２７１．０円  

 

通販主力無添加化粧品メーカー。サプリや健康食品も展開。キリンＨＤと資本

業務提携。国内需要回復で営業益急反発。株価調整丸３年経過。押し目示現。 
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６５７１  キュービーネットＨＤ         １２月７日  １，４９７円  

 

低価格ヘアカット専門店『ＱＢハウス』全国展開、ＦＣも。香港、台湾、米国

など海外も。値上げ寄与。客数回復基調継続。連続最高純益。押し目好機か。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――  

レポート保護のために、天地を逆にして封入させていただいております。  

次号の『金利・為替・株価特報』発行予定日は１２月２５日 (月 )になります。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――  
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